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１.研究背景・目的

農林水産省は平成４年頃から農村女性を対象とした起業活動を推進しており、近年では

農産物直売所への出荷や加工品開発、農家レストラン開業等といった多様で活発な取り組

みが目に付くようになってきている。とはいえ、農村において女性が起業するにはまだま

だ壁が厚いという声も耳にする。

農村女性起業を対象とした研究として、宮城１）は全国の実例を基に農村女性起業の特色

等を分析し、農村女性が地域活性化への貢献を視野に入れている傾向があることを述べて

いる。澤野２）は農村女性が農家レストランを起業することの意義について、農村女性を勇

気づけるもので、成功には家族協力が必要であると述べている。しかし、農村女性起業に

よる農家レストランの立地や建物確保方策、開業資金調達方法について、実態を踏まえた

分析は行われていない。

そこで本研究では、農村女性が起業した農家レストランを対象に、立地や建物確保方策

と開業資金調達方法について実態に基づく分析を行うこととし、今後、農村女性が農家レ

ストラン開業に取り組む際の指針につながる知見を得ることを目指した。

なお、農林水産省が全国の普及指導員の協力を得て行っている『農村女性による起業活

動実態調査』(2008.5)によると、東北地方は農村女性起業数が最も多いということである。

また、東北地方では農家レストラン数の世帯数に対する比率が最多である注）ことから、調

査対象を東北地方に限定して調査することとした。

２.研究方法

調査対象者の選定は各県の担当者の紹介や HP 等の情報の中から、各県において代表者

が農村女性であると考えられる農家レストラン 14 軒を、内容がなるべく多様になるよう

に考慮して選定した。そして、農家レストランの立地場所や建物確保方法、開業資金や資

金の調達方法について対面聞き取り調査を行った。対面調査を用いたのは、開業資金や資

金調達方法の微細については、アンケートでは把握が困難であると考えたからである。最

後に聞き取りより得られた結果を著者がいくつかに区分し整理した。なお、今回調査を行

った農家レストランの経営形態は、グループ経営が 4 軒、個人経営が 10 軒であり、開業

動機が能動的であるもの 8 軒、行政等に推された受動的であるもの 6 軒である。
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３.調査結果

①立地場所

グループ経営の場合は今回の調査対象はいずれも農産物直売所に併設されている。個人

経営では、多くが自宅敷地内（１軒のみ自家農地内）で、市街地近郊から周囲に集客施設

が皆無で取り立てて特徴のない農村まで多様である。逆に２軒だけが自宅から離れた場所

で、うち１軒（宮城県Ｒ）は、代表者の自宅と同じ集落内に立地していて、地域活性化の

ために活用することとなった古民家、もう１軒（秋田県Ｓ）は以前町が所有していたダム

湖岸の公園内の施設であった。

②建物確保方法

建物確保方法は立地と関係していた。グループ経営では、4 軒すべてで市町村が建築し

た施設を借用している。一方の個人経営では、自宅敷地内の場合には、母屋をそのまま活

用する場合（福島県Ｍなど）3 軒、母屋や農作業用小屋を一部改築する場合（宮城県Ｆな

ど）が 3 軒、建物すべてを新築する場合が 2 軒あった。自家農地内の場合も建物すべて新

築であったが、農地転用・開発許可を得るのにかなり苦労したとのことだった。一方、自

宅から離れた場所に立地した 2 軒の場合は、行政が新築・改築した既存施設を利用してい

る。  
③開業資金調達方法

開業資金に関しては、建物確保方法と密接に関連している。グループ経営で「賃借」の

場合は行政の支援があったり、グループ構成員で出資金を分担するため 0 円から 15 万円

程度と低額であった。また「新築」の場合は当然のことながら 1000 万円以上と高額にな

る。自宅敷地内の建物を改築したり、自宅から離れた既存施設を確保した「既存施設活用」

の場合は増改築の程度によるが 300 万円から 1000 万円程度であった。

これらの資金調達方法としては、グループ経営の低額の場合は女性自身の自己資金でま

かなっていた。既存施設活用では、前職の退職金を使用している人が多くみられた（福島

県Ｎなど）が、高額になるにつれ行政からの助成金・補助金を活用する場合（岩手県Ｍ）

や、金融機関から借り入れたりしている（秋田県Ｙ）。なお、金融機関から融資を受ける場

合には、自分名義の口座がないことから苦労したとのことであった。

４.まとめ

今回の調査から、農村女性が起業した農家レストランについて、立地場所と建物確保方

法に関係があり、また、建物確保方法と開業資金の多寡や資金調達方法に関しても密接な

関わりがみられた。すなわち、グループ経営では農産物直売所併設の建物を行政から借用

し、一人当たり 15 万円以下と低額な出資金を自己負担していた。個人経営では、ほとんど

が自宅敷地内に立地し、新築するより既存建物を改築する場合が多く、新・改築の規模に

応じた多額の資金を、自らの前職の退職金、行政の助成や補助金、金融機関からの融資で

調達していた。

【注釈】 注１）著者が都市農山漁村交流活性化機構データベースと H17 年国勢調査の結果から算出した
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